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研究成果の概要（和文）： 

1990 年代以降における日中韓三カ国労働市場の構造変化と制度改革は、程度の差はあれ、
既存の硬直的な雇用システムを柔軟化することを目標として行われてきた。結果、主に企
業単位の調整に基づいていた「長期安定雇用―内的柔軟性」という東アジア労働市場の安
定性メカニズムが弱体化し、働く人々の雇用と所得に関する将来不安は増大した。そして、
このような雇用システムにおける柔軟性と安全性の変化は、日中韓三カ国の社会経済シス
テムの不安定性を大きく拡大させている。 

本研究では、日本、中国、韓国の労働市場における柔軟性と安全性の変化を、フレキシ
キュリティの枠組みに基づいて検討することを通じて、ヨーロッパのような社会単位の調
整に基づく社会保障システムと技能形成メカニズムの充実が、東アジア労働市場改革＝雇
用流動化のために必要であることを明らかにしている。 
 
研究成果の概要（英文）： 

Labour market restructuring under the influence of neoliberal ideology increased 
employment and wage flexibility and decreased employment and income security in East 
Asian labour markets from the 1990s onward. The expansion of future insecurity 
restricted the growth of domestic consumption demand and obstructed the conversion 
of growth regimes from export-led to consumption-led. In this research we analyzed 
flexibility and security changes in the Japanese, Chinese, and Korean labour markets 
from the flexicurity perspective. We also point out the necessity of a social unit 
regulation mechanism in labour market restructuring in three economies, based on the 
comparison analysis between the East Asian labour market reform and its influence 
and flexicurity strategy and its influence in European nations. 
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１．研究開始当初の背景 

 

1990 年代以降の東アジア諸国における新
自由主義的構造改革(国によって改革の名称
や経路、および内容は異なる)は、労働市場に
おける安全性 (security) を欠いた柔軟性
(flexibility)の一方的拡大をもたらした。結果、
各国の労働市場における雇用と所得の安定
性が著しく低下し、国内消費需要の拡大は阻
害され、輸出主導型成長から内需主導型成長
への転換が妨げられている。その背景には、
既存の企業単位での雇用調整と技能形成、お
よびそれと制度的補完性をもつ限定的な社
会保障システムが、労働市場を取り巻くグロ
ーバル化、IT 化、少子高齢化、産業構造高度
化、アジア域内分業構造の進化、およびワー
ク・ライフバランス志向の拡大、などの変化
に対応できなくなっていることがある。とり
わけ、労働市場における柔軟性と安全性の新
しい変化は、既存の企業単位の調整を超える
社会単位の調整を必要としている。 

上記のような企業単位の調整から社会単
位の調整への転換の必要性は、今回の東日本
大震災の対応過程においても浮き彫りにな
っている。例えば、福島第一原発事故の処理
や鉄道などの交通網の復旧は、東京電力や JR

東日本などの一企業の能力では達成され得
ない。とりわけ、これからの東日本大震災か
らの復興は、国や地方政府、企業、大学、NPO、
市民、などの様々なアクターの参加と協力を
必要としているが、そのためには、既存の日
本の社会経済システムを規定してきた企業
単位の調整メカニズムを超える社会単位の
調整メカニズムを構築しなければならない。 

 

２．研究の目的 

 

本研究では，労働市場におけるフレキシキ
ュリティ(Flexicurity: 柔軟性と安全性の同
時拡大を目指す統合的政策戦略)の視点を導
き糸とし，レギュラシオン理論における「制
度的調整」というコンセプトを中心にすえて，
東アジア(主に日本，中国，韓国)労働市場に
おける「安全性の拡大を欠いた柔軟性の一方
的拡大」をもたらした調整メカニズムの国際
比較分析を行う。さらに，これまでの「企業
単位の調整メカニズム」の限界を克服するた
めの「社会単位の調整メカニズム」の構築を
目指し，この調整様式の転換が，福島をはじ
めとする東北地域の東日本大震災からの復
興に向けた取り組みに及ぼす影響を分析す
る。 

 

３．研究の方法 

 

本研究は主に労働市場の変容と制度的調
整メカニズムに関する国際比較分析、という
アプローチをとる。とりわけ、東アジアの主
要三カ国の労働市場関連諸制度の変容とそ
の影響に関する国際比較分析を行いつつ、制
度的調整の二つのパターン、つまり企業単位
の調整と社会単位の調整に関する比較分析
である。さらに、調整様式の国際比較分析と
東日本大震災からの復興に向けた取り組み
に関する地域研究の融合を図る。 
 
４．研究成果 

初年度の研究は、日中韓三カ国の労働市場
における、1990年代以降の構造改革の結果と
してもたらされた柔軟性と安全性の実態に
関する資料の収集とデータの整理、そして国
際比較分析のための理論的枠組みの構築を
中心に行った。具体的に、これまでに行って
きた日本、中国、および韓国の労働市場に関
する研究の統合(国際比較)を試み、三カ国労
働市場における柔軟性と安全性の変容に関
する共通点と相違点の整理を行いつつ、各国
における雇用システムの変化が労働市場の
変容に及ぼす影響を考察した。                      

第二年度では、初年度における日中韓三カ
国の労働市場の変容に関する国際比較分析
や東北地域に焦点を合わせた実証研究に基
づいて、企業単位の調整から社会単位の調整
へ、という調整様式の転換に関する理論的研
究を中心に行った。同時に、社会単位の調整
メカニズムの構築に向けて、その構成要素、
経路、政策提案をまとめ、それが東北地域の
東日本大震災からの復興に向けた取り組み
に及ぼす影響について分析した。 

二年間の研究期間内に達成された研究成
果は以下のようにまとめられる。第一は、
1990 年代以降における日中韓三カ国労働市
場の構造変化と制度改革は、程度の差はあれ、
既存の硬直的な雇用システムを柔軟化する
ことを目標として行われてきた。結果、主に
企業単位の調整に基づいていた「長期安定雇
用―内的柔軟性」という東アジア労働市場の
安定性メカニズムが弱体化し、社会単位の調
整に基づく技能形成メカニズムや社会保障
システムが未完備であることから、働く人々
の雇用と所得に関する将来不安が増大して
いる実態を明らかにした。                 

第二は、日本、中国、韓国の労働市場にお
ける、企業単位の調整から社会単位の調整シ
ステムへの転換に関する国際比較分析を通
じて、異なる調整様式と異なるアプローチに
基づく転換プロセスを明らかにする。さらに、
東アジアにおける他の国や地域における社
会単位での調整メカニズムの構築に対する
示唆点を整理した。 



3 

 

第三は、中国における国家主導の復興メカ
ニズムに関する実証分析を踏まえ、東日本大
震災からの復興におけるさまざまなアクタ
ーの役割に関する研究を行った。特に、地方
自治体間の連携と協力に基づくペアリング
支援メカニズムの東日本大震災からの復興
への適用可能性を検討した。 

第四は、原発事故以降における日本におけ
る原子力政策のあり方について、日本の原子
力推進政策と企業単位の調整を主とする調
整メカニズムとの間に整合性がない、という
ことを明らかにし、社会単位の調整に基づく
エネルギー政策への転換可能性を検討した。   
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